
 

事 務 連 絡  

令和２年５月４日  

 

各市町村放課後児童健全育成事業主管課長 様 

                    

 

埼玉県福祉部少子政策課長   

 

 

改正新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言の期間延長に 

関連した放課後児童健全育成事業の対応について（通知） 

 

 県の子どもの健全育成の推進につきましては、日頃格別の御協力を賜り、厚くお礼申

し上げます。 

 緊急事態宣言の期間延長に関連した放課後児童健全育成事業の対応について、別添の

とおり厚生労働省から通知がありましたので御確認くださいますようお願いいたしま

す。 

 放課後児童クラブについては、４月２８日付け事務連絡にて、埼玉県知事からの要請

等に基づく小学校の休業期間を踏まえた事業の運営をお願いしておりますが、緊急事態

宣言の期間延長を踏まえ、市町村において、新規感染者の増加の度合いを踏まえつつ、

臨時休所を含め、預かりの規模の縮小の度合いについて検討してください。 

 臨時休所等を検討するに当たっては、別紙に例示する医療従事者や社会の機能を維持

するために就業を継続することが必要な方、ひとり親家庭などで仕事を休むことが困難

な方の子ども等の預かりが提供されないことがないよう、引き続き十分御配慮ください。 

 一方、当初想定されていた期間を超える登所自粛や臨時休所が行われることにより、

保護者においてはこれまでと同様の対応ができなくなり、預かりが必要となる事例も考

えられることから、市町村において、預かりの必要性を適切に把握するようお願いしま

す。 

 運営の継続にあたっては、感染症防止対策を徹底するよう、改めてお願いします。 

 

 記 

 

  別紙 緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者等について 

 

子育て環境整備担当 渡辺 木村 

電話： 048-830-3322 

FAX： 048-830-4784 



 

（別紙） 

【 緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者等について 】 

 

 各市町村においては、保育所等で保育を提供する対象の子どもについて、以下の内

容を参考にして判断くださるようお願いします。 

 

出典：保育所等における新型コロナウイルスへの対応にかかるＱ＆Ａについて（第三報）

（令和２年５月１日現在）厚生労働省子ども家庭局保育課 事務連絡（抜粋） 

 

問 10 ４月７日付け事務連絡にある「医療従事者や社会の機能を維持するために就業

を継続することが必要な者」には、どのようなものが想定されるか。 

 

 ○ 各都道府県における休業要請等の内容や、市区町村の実情を踏まえてご検討い

ただくものではありますが、「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針

（令和２年３月２８日（令和２年４月７日改正）新型コロナウイルス感染症対策

本部決定）」において例示されている「緊急事態宣言時に事業の継続が求められ

る事業者」を踏まえ、市区町村において検討の上、適切にご判断ください。 

 

 ※（参考）新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針（令和２年３月２８日

（令和２年４月７日改正）新型コロナウイルス感染症対策本部決定） 

 

（別添）緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者 

  

 以下事業者等については、「三つの密」を避けるための取組を講じていただきつ

つ、事業の継続を求める。 

 

１．医療体制の維持 

・新型コロナウイルス感染症の治療はもちろん、その他の重要疾患への対応もある

ため、すべての医療関係者の事業継続を要請する。 

・医療関係者には、病院・薬局等のほか、医薬品・医療機器の輸入・製造・販売、

献血を実施する採血業、入院者への食事提供など、患者の治療に必要なすべての

物資・サービスに関わる製造業、サービス業を含む。 

 

２．支援が必要な方々の保護の継続 

・高齢者、障害者など特に支援が必要な方々の居住や支援に関するすべての関係者

（生活支援関係事業者）の事業継続を要請する。 

・生活支援関係事業者には、介護老人福祉施設、障害者支援施設等の運営関係者の

ほか、施設入所者への食事提供など、高齢者、障害者などが生活する上で必要な

物資・サービスに関わるすべての製造業、サービス業を含む。 



 

３．国民の安定的な生活の確保 

・自宅等で過ごす国民が、必要最低限の生活を送るために不可欠なサービスを提供

する関係事業者の事業継続を要請する。 

① インフラ運営関係（電力、ガス、石油・石油化学・ＬＰガス、上下水道、通信・

データセンター等） 

② 飲食料品供給関係（農業・林業・漁業、飲食料品の輸入・製造・加工・流通・ネ

ット通販等） 

③ 生活必需物資供給関係（家庭用品の輸入・製造・加工・流通・ネット通販等） 

④ 食堂、レストラン、喫茶店、宅配・テークアウト、生活必需物資の小売関係（百

貨店・スーパー、コンビニ、ドラッグストア、ホームセンター等） 

⑤ 家庭用品のメンテナンス関係（配管工・電気技師等） 

⑥ 生活必需サービス（ホテル・宿泊、銭湯、理美容、ランドリー、獣医等） 

⑦ ごみ処理関係（廃棄物収集・運搬、処分等） 

⑧ 冠婚葬祭業関係（火葬の実施や遺体の死後処置に係る事業者等） 

⑨ メディア（テレビ、ラジオ、新聞、ネット関係者等） 

⑩ 個人向けサービス（ネット配信、遠隔教育、ネット環境維持に係る設備・サービ

ス、自家用車等の整備等） 

 

４．社会の安定の維持 

・社会の安定の維持の観点から、緊急事態措置の期間中にも、企業の活動を維持する

ために不可欠なサービスを提供する関係事業者の最低限の事業継続を要請する。 

① 金融サービス（銀行、信金・信組、証券、保険、クレジットカードその他決済サ

ービス等） 

② 物流・運送サービス（鉄道、バス・タクシー・トラック、海運・港湾管理、航

空・空港管理、郵便等） 

③ 国防に必要な製造業・サービス業の維持（航空機、潜水艦等） 

④ 企業活動・治安の維持に必要なサービス（ビルメンテナンス、セキュリティ関係等） 

⑤ 安全安心に必要な社会基盤（河川や道路などの公物管理、公共工事、廃棄物処

理、個別法に基づく危険物管理等） 

⑥ 行政サービス等（警察、消防、その他行政サービス） 

⑦ 育児サービス（託児所等） 

 

５．その他 

・医療、製造業のうち、設備の特性上、生産停止が困難なもの（高炉や半導体工場

など）、医療・支援が必要な人の保護・社会基盤の維持等に不可欠なもの（サプ

ライチェーン上の重要物を含む。）を製造しているものについては、感染防止に

配慮しつつ、継続する。また、医療、国民生活・国民経済維持の業務を支援する

事業者等にも、事業継続を要請する。 

  



 

問 10-2 ４月７日付け事務連絡にある「ひとり親家庭などで仕事を休むことが困難な

者の子ども等」には、どのようなものが想定されるか。 

 

 ○ ひとり親家庭の子どもの他、例えば、病気や障害を有している保護者の子ど

も、同居している親族を常時介護・看護している保護者の子ども、要保護児童対

策地域協議会に登録されている支援対象児童などであって、家庭での保育が困難

と考えられる場合が考えられ、市区町村において検討の上、適切にご判断くださ

い。 

 



 
事 務 連 絡 

令和２年５月１日 

 

 

 

 

  都 道 府 県   保育主管部（局） 

各 指 定 都 市   地域子ども・子育て支援事業主管部（局）  御中 

  中 核 市    

 

厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室 

厚生労働省子ども家庭局保育課 

厚生労働省子ども家庭局子育て支援課 

 

   

 

緊急事態宣言が継続された場合の保育所等の対応について 

 

新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第 31 号）第 32 条に

基づく緊急事態宣言が発出された後の保育所等の対応については、「緊急事態宣

言後の保育所等の対応について」（令和２年４月７日付け事務連絡）などでお示

ししてきたところですが、令和２年５月７日以降も緊急事態宣言が継続された

場合には、同事務連絡などでお示ししているとおりの対応をお願いします。 

また、子どもの健全な育成を図るとともに保護者を支援するという保育所等

の役割や、通常どおり運営費の支給が行われている状況を踏まえ、登園自粛や臨

時休園を継続する場合の対応として、「新型コロナウイルス感染症対策のために

保育所等において登園自粛や臨時休園を行う場合の配慮が必要な子どもへの対

応について」（令和２年４月 24 日付け事務連絡）でお示ししているとおり、保育

所等において、保護者に対する相談支援などの必要な関与の継続や、要保護児童

対策地域協議会に登録されている支援対象児童への定期的な状況確認（概ね１

週間に１回以上）などをお願いします。 

さらに、当初想定されていた期間を超える登園自粛や臨時休業が行われるこ

とにより、保護者においてこれまでと同様の対応ができなくなり、保育等が必要

となる事例も考えられることから、市区町村等においては、すべての保護者に対

し、子どもの保育等の提供の必要性を再度確認し、適切に保育等が提供されるよ

うご対応をお願いします。 

 なお、認可外保育施設においても、各施設において同様の取り扱いが行われる

よう、都道府県、指定都市又は中核市にて、必要に応じた情報提供及び助言等の

実施をお願いします。 

都道府県におかれましては、管内市区町村に対する周知をお願いいたします。 

 

（ 別 添 ）



 
また、ご不明な点等があれば、以下に御連絡・御相談ください。 

 

（保育所、地域型保育事業所、一時預かり事業、病児保育について） 

厚生労働省子ども家庭局保育課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４８５４，４８５３） 

ＦＡＸ：０３－３５９５－２６７４ 

E-mail：hoikuka@mhlw.go.jp 

 

（認可外保育施設について） 

厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４８３８） 

ＦＡＸ：０３－３５９５－２３１３ 

E-mail：ninkagaihoiku@mhlw.go.jp 

 

（利用者支援事業、地域子育て支援拠点事業、子育て援助活動支援事業、放

課後児童クラブ、児童厚生施設について）  

厚生労働省子ども家庭局子育て支援課  

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４９６６）  

ＦＡＸ：０３－３５９５－２７４９  

E-mail：clubsenmon@mhlw.go.jp 

 


